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・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 

 
  



 

 

『解答にあたっての注意』 

1.試験問題については、特に指示のない限り、2021年10月1日現在施行の

法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者等に対

する各種特例等については考慮しないものとします。 

2.問題は、【第1問】から【第5問】まであります。  

3.各問の問題番号は、通し番号になっており、《問1》から《問15》までとなって

います。 

4.解答にあたっては、各設例および各問に記載された条件・指示に従うもの

とし、それ以外については考慮しないものとします。 

5.解答は、解答用紙に記入してください。その際、漢字は楷書で、数字は算

用数字で明瞭に記入してください。また、記号は判別できるよう明瞭に記入し

てください。 

 

 

  



【第1問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問1》~《問3》)に答えなさい。  

 
  



《問1》 Mさんは、Aさんに対して、Aさんが65歳になるまでに受給することが

できる公的年金制度からの老齢給付について説明した。Mさんが説明した次

の記述①~③について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解

答用紙に記入しなさい。 

 

① 「1962年4月生まれのAさんは、61歳から報酬比例部分のみの特別支給

の老齢厚生年金を受給することができます。また、仮に、X社の継続雇用制

度を利用して63歳になるまで働き、同社退職後、再就職をしない場合、長期

加入者の特例により、63歳から特別支給の老齢厚生年金の定額部分も受給

することができます」 

 

② 「厚生年金保険の被保険者に支給される特別支給の老齢厚生年金は、

当該被保険者の総報酬月額相当額と基本月額に応じて調整が行われます

が、2022年4月以降、60歳台前半の在職老齢年金の仕組みが変更され、支

給停止とならない範囲が拡大されます」 

 

③ 「Aさんが希望すれば、60歳から老齢基礎年金の繰上げ支給を請求する

ことができます。2022年4月以降、繰上げによる当該年金額の減額率は引き

上げられ、仮に、Aさんが61歳8カ月で老齢基礎年金の繰上げ支給を請求し

た場合、当該年金額の減額率は28%となります」 

  



【答え】 

① 不適切× 

 [支給開始年齢について] 

生年月日(女性は表記より 5 年遅れ) 支給年齢 

1953 年 4 月 1 日以前 60 

1953 年 4 月 2 日〜1955 年 4 月 1 日 61 

1955 年 4 月 2 日〜1957年 4 月 1 日 62 

1957年 4 月 2 日〜1959 年 4 月 1 日 63 

1959 年 4 月 2 日〜1961 年 4 月 1 日 64 

※特別支給の老齢厚生年金は、女性は生年月日が 1962 年 4 月 2 日以降

の人には支給されません。 

 

問題文に「長女 C さんの父親 B さんとは、長女 C さんの 5 歳の時に離婚し

ている」とあるので、A さんは女性です。 

A さんは、1962 年 4 月 13 日生まれで、女性の場合、1962 年 4 月 2 日から

1964 年 4 月 1 日までに生まれた人は、特別支給の老齢厚生年金の受給要

件を満たし、63 歳から報酬比例部分のみ支給されます。 

 

  



② 適切○ 

令和 4 年(2022 年)4 月から 65未満の方の在職老齢年金制度が見直され支

給停止とならない範囲が拡大されました。 

 

[法改正] 

・改正前 

65 歳未満の方の在職老齢年金制度は、総報酬月額相当額と老齢厚生年金

の基本月額の合計が「28 万円」を超えない場合は、年金の支給停止を行わ

ず、「28 万円」を上回る場合は年金額の全額または一部について支給停止

されていました。 

 

・改正後 

2022 年 4 月以降は、65 歳以上の方と同じように、総報酬月額相当額と老齢

厚生年金の基本月額の合計が「47万円」を超えない場合は年金額の支給停

止は行わず、「47 万円」を上回る場合は年金額の全部または一部について

支給停止される計算方法に緩和されます。 

 

 

③ 不適切× 

[法改正] 

年金の繰上げ受給の減額率の見直し 

・繰上げ受給をした場合の減額率が、1 月あたり 0.5％から 0.4％に変更され

ました。 

・2022 年 3 月 31 日時点で、60 歳に達していない方（昭和 37年(1962 年)4

月 2 日以降生まれの方）が対象となります。 

 

本問では、61 歳 8 ヶ月で繰上げ受給した場合の減額率は、(3 年×12 月+4

月)×0.4%=16%となります。 

 

  



《問2》 Mさんは、Aさんに対して、社会保険に係る各種の取扱いについて説

明した。Mさんが説明した以下の文章の空欄①~③に入る最も適切な語句ま

たは数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に記入

しなさい。 

 

I 「AさんがX社の継続雇用制度を利用し、60歳以後もX社に勤務した場合、

Aさんは雇用保険の高年齢雇用継続基本給付金を受給することができます。

60歳以後の各月(支給対象月)に支払われる賃金額が60歳到達時の賃金月

額の( ① )未満となる場合、高年齢雇用継続基本給付金の額は、支給対象

月ごとに、賃金額の低下率に応じて一定の方法により算定されます」 

 

II 「Aさんが継続雇用制度を利用せず、X社を定年退職した場合、Aさんは、

所定の手続を行うことにより、最長で( ② )年間、全国健康保険協会管掌健

康保険に任意継続被保険者として加入することができます。なお、任意継続

被保険者の保険料は、( ③ )負担します」 

 

 
 

  



【答え】 

I 

『雇用保険の高年齢雇用継続給付』 

・雇用保険の被保険者期間が通算5年以上 

・60歳到達時等の時点に比べて賃金が ①75％未満 に低下 

・60歳以上65歳未満の一般被保険者の方に支給されます。 

（高年齢雇用継続基本給付金と高年齢再就職給付金の2種類）。 

 

II 

『任意継続被保険者』 

退職後の医療保険制度の一つです。 

退職して健康保険の資格を失った場合、健康保険の被保険者期間が2ケ月

以上、被保険者で資格喪失日(退職日の翌日)から20日以内に手続きをすれ

ば、引き続き ②2年間 健康保険の被保険者になれます 

（保険料は ③全額自己負担）。 

 

 

したがって正解は、①ニ.75% ②イ.2(年間) ③チ.A さんが全額を 

  



《問3》 Aさんが、60歳でX社を定年退職し、その後再就職をせず、また、継

続雇用制度も利用しない場合、原則として65歳から受給することができる老

齢基礎年金および老齢厚生年金の年金額(2021年度価額)を計算した次の

〈計算の手順〉の空欄①~④に入る最も適切な数値を解答用紙に記入しなさ

い。計算にあたっては、《設例》の<Aさんとその家族に関する資料>および下

記の<資料>に基づくこと。なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□

□□」で示してある。 

 

 



 
  



【答え】 

①『老齢基礎年金の年金額の計算』 

●老齢基礎年金の計算方法 

満額の年金額 780,900円×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480 月(40

年×12 ヶ月) 

 

 
 

[本問の場合] 

A さんは 18 歳から 60 歳まで厚生年金に加入していますが、老齢基礎年金

は 20 歳から 60 歳までの 40 年間(480 月)が加入可能年齢の上限となります。 

 

780,900円×480 月÷480 月=780,900円 

 

 

  



②『老齢厚生年金額の計算』 

資料を参考にまずは報酬比例部分の年金額を求めます。 

A さんの厚生年金被保険者期間は 2003 年 3 月以前と 2003 年 4 月以後を

計算し、それを合算します。 

 

 
 

●報酬比例部分の計算方法 

平均標準報酬額×7.125/1000×2003 年 3 月以前の被保険者期間の月数 

280,000円×7.125/1000×264 月=526,680円 

 

平均標準報酬額×5.481/1000×2003 年 4 月以後の被保険者期間の月数 

400,000円×5.481/1000×228月=499,867.2円 

 

 

526,680円+499,867.2円=1,026,547.2円 

                    →1,026,547 円(円未満四捨五入) 

 

  



③『経過的加算の計算』 
●経過的加算の計算方法 

1,630円×被保険者期間の月数-780,900円×(1961 年以後で 20 歳以上 60

歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月数/480) 

 

1,630円×480 月-780,900×480 月/480 月=540円 

 

 

④『老齢厚生年金の計算』 
老齢厚生年金の基本年金額=報酬比例部分+経過的加算 

 

1,026,547 円+540円=1,027,087 円 

 

[加給年金の支給要件] 

厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方が、65 歳到達時点で、そ

の方に生計を維持されている配偶者または子(18 歳になって最初の 3 月 31

日まで)がいるときに加算されます。 

 

A さんの場合、厚生年金保険の被保険者期間は 492 月（41 年 0 ヶ月）です

が、離婚により配偶者がいないため、加給年金の支給対象外です。 

 

 

 

したがって正解 

① 780,900(円) 

② 1,026,547(円) 

③ 540(円) 

④ 1,027,087(円) 

 

  



【第2問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問4》~《問6》)に答えなさい。  

 
  



《問4》《設例》の<X社株式の関連情報>および<X社の財務データ>に基づい

て算出される次の①、②を求めなさい(計算過程の記載は不要)。〈答〉は、表

示単位の小数点以下第3位を四捨五入し、小数点以下第2位までを解答す

ること。 

 

① 86期におけるROE(自己資本は85期と86期の平均を用いること)  

② 86期における配当利回り 

  



【答え】 

① 

自己資本利益率(ROE)は、自己資本(純資産)に対して、どれだけ利益を上

げたのかを表した指標でROEが高いほど、効率よく利益を上げていることに

なります。 

 

ROE(%)＝当期純利益÷自己資本(純資産)×100 

 

問題文に「自己資本は85期と86期の平均」を用いることとあります。 

85期と86期の自己資本の平均=(40,000+45,000)÷2=42,500 

 

86期におけるROE=4,000÷42,500×100=9.4110...→9.41%(小数点以下第3

位四捨五入) 

 

 

 

② 

配当利回りは、株価に対し1年間でどれだけの配当を受けることができるかを

示した数値で、株価に対して何％の配当を出しているかを示します。 

 

配当利回り＝1株当たり年間配当金(年間配当金÷発行済株式数)÷株価

×100 

 

86期における配当利回り= (2,000百万円÷1,000万株)÷4,800円×100 

                =4.166...→4.17%(小数点以下第3位四捨五入) 

 

 

 

したがって正解は、①9.41(%)  ②4.17(%)  

  



《問5》 Mさんは、Aさんに対して、X社株式を購入する際の留意点等につい

て説明した。Mさんが説明した次の記述①~③について、適切なものには○

印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「X社株式のPBRは1倍を下回っていますが、PBRの1倍割れだけをもって

割安と判断するのは注意する必要があります。PERなどの他の投資指標につ

いても比較検討するなど、多角的な視点が望まれます」 

 

② 「上場株式の配当を受け取るためには、権利確定日に株主として株主名

簿に記載される必要があります。X社株式については、普通取引により、権

利確定日の2営業日前である2022年3月29日(火)までに買付けを行えば、次

回の配当を受け取ることができます」 

 

③ 「X社株式を購入する場合、一般NISAまたはつみたてNISAのいずれかを

利用することができます。2022年中に一般NISA勘定に受け入れることができ

る金額は120万円、同年中につみたてNISA勘定に受け入れることができる金

額は40万円が上限です」 

  



【答え】 

① 不適切× 

株価純資産倍率（PBR） 

株価が1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標 

・PBRが高いほど割高 

・PBRが低いほど割安 

(通常、PBRが1倍を上回ると割高・PERが1倍を下回ると割安となります。) 

 

PBR(倍)＝株価÷1株当たり純資産(BPS) 

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数 

 

X社の86期のPBR=4,800円÷(45,00百万円÷1,000万株)=1.066...倍 

 

問題文に「X社株式のPBRは1倍を下回っていますが、・・・」とありますので、

不適切な説明となります。 

 

 

② 適切○ 

『法改正』 

上場株式等の受渡日(決算日)は2019年7月16日(火曜)より約定分より1営業

日早まり、お取引日から起算して3営業日目(約定日から2営業日後に決済)

に変更されました。これに伴い買付や売却の際の入出金も1営業日早まりま

す。 

 

X社の権利確定日は、3月31日(木)ですので、最終約定日は29日(火)となりま

す。 

 

 

  



③ 不適切× 

[NISA制度比較] 
 NISA つみたてNISA ジュニア NISA 

対象者 日本在住で満20歳以上 日本在住で 

0歳〜19歳 

金融機関の変

更 

可能 

(1年ごとに変更可能) 

不可 

取引主体者 口座名義人(本人) 原則、親権者等 

非課税投資枠 年間120万円 年間40万円 年間80万円 

非課税期間 最長5年 最長20年 最長5年 

投資可能期間 
 

2023年まで 

 

2042年まで 

 

2023年まで 

対象商品 上場株式・株式

投資信託・J-

REIT・ETF等 

一定要件を備

えた投資信託

等 

上場株式・株式

投資信託・J-

REIT・ETF等 

ロールオーバ

ー(保有商品の

移管) 

可能 不可 可能 

払い出し制限 制限なし 制限なし 原則18歳まで払

出不可 

 

つみたてNISAの、対象商品は、一定要件を備えた投資信託等になります。 

株式は対象商品ではありません。 

  



《問6》 Mさんは、Aさんに対して、昨今の投資事情等について説明した。Mさ

んが説明した次の記述①~③について、適切なものには○印を、不適切なも

のには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「昨今、クレジットカード決済で『積立型』の投資信託や上場株式を購入

し、ポイントが付与されるサービスや、付与されたポイント相当額で、証券会

社に開設した口座を通じて投資信託等に投資することができるサービスが展

開されています」 

 

② 「法人の内部情報を知りうる特別な立場にある者が、決算予想値の大幅

な修正等の未公表の重要事実に基づき、当該法人の上場株式、J-REIT、上

場インフラファンドの売買を行うことについても、金融商品取引法上、インサイ

ダー取引に該当し、禁止されています」 

 

③ 「仮に、Aさんが特定口座(源泉徴収あり)においてX社株式を株価4,800

円で200株購入し、同年中に株価5,300円で全株売却した場合、その他の取

引や手数料等を考慮しなければ、売却益10万円に対して10.21%相当額が源

泉徴収等されます」 

 

  



【答え】 

① 適切◯ 

主にネット証券を中心に、クレジットカードで投資信託や上場株式を購入で

き、ポイントが付与されるサービスがあります。 

そのポイントで現金と同じように投資することが可能なサービスもあります。 

 

 

② 適切◯ 

インサイダー取引とは、上場会社または親会社や子会社の役職員や大株主

等の関係者などが、重要事実を利用して自社の株などを売買することをい

い、金融商品取引法によりインサイダー取引は禁止されています。 

 

 

③ 不適切× 

特定口座(源泉徴収あり)で生じた利益については、所得税・復興特別所得

税と住民税を合わせて、20.315%が源泉徴収されます。 

 

[本問の場合] 

株式の売却益=(売却額5,300円-購入額4,800円)×200株=100,000円 

この100,000円に対して、20.315%が源泉徴収されます。 

  



【第3問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問7》~《問9》)に答えなさい。  

 
  



《問7》 AさんがX社から受け取った退職金に係る退職所得の金額を計算し

た下記の計算式 の空欄①~③に入る最も適切な数値を、解答用紙に記入し

なさい。なお、Aさんは、これ以外に退職手当等の収入はなく、障害者になっ

たことが退職の直接の原因ではないものとする。また、問題の性質上、明らか

にできない部分は「□□□」で示してある。 

 

<退職所得控除額>  

( ① )万円+□□□万円×(□□□年-20年)=( ② )万円 

 

<退職所得の金額> 

 (2,700万円-( ② )万円)×□□□=( ③ )万円 

 

  



【答え】 

[退職所得の計算] 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

[退職所得控除の計算方法] 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 800万円+70万円×（勤続年数‐20年） 

＊勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

（勤続年数36年8か月なら37年として計算） 

 

 

退職所得の計算 

=[2,700万円-｛800万円+70万円×(37年-20年)｝]×1/2 

=｛2,700万円-(800万円+1,190万円)｝×1/2 

=(2,700万円-1,990万円) ×1/2 

=355万円 

 

 

したがって正解は、①800 ②1,990 ③355 

  



《問8》 Aさんの2021年分の所得金額について、次の1、2を求め、解答用紙

に記入しなさい(計算過程の記載は不要)。なお、総所得金額の計算上、Aさ

んが所得金額調整控除の適用対象者に該当している場合、所得金額調整

控除額を控除すること。また、〈答〉は万円単位とすること。 

 

① 総所得金額に算入される一時所得の金額 

② 総所得金額 

 

 
  



【答え】 

●総所得金額とは、総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額のこ

とを言います。 

 

●損益通算とは、所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山林

所得・譲渡所得の金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金

額から控除することを言います。 

 

 

[本問の場合] 

総合課税の対象 

・給与所得 

・不動産所得 

・一時所得 

※退職所得は分離課税のため、総所得金額には含みません。 

 

※一時所得(一時払変額個人年金の解約返戻金) 

一時払いの養老保険や個人年金などの契約から5年以下であれば源泉分

離課税の対象となりますが、5年を超える場合には一時所得として課税されま

す。 

本問の資料より一時払養老保険の満期保険金の契約は2013年5月と記載さ

れておりますので、5年を超えていますので、一時所得として総合課税の対

象となります。 

  



●給与所得 

 給与所得=給与収入-給与所得控除 

       =900万円-195万円 

       =705万円 

 

・所得金額調整控除 

一定の給与所得者の総所得金額を計算する場合に、一定の金額を給与所

得から控除することができる。 

子ども・特別障害者等を有する者等の所得金額調整控除または、給与所得

と年金所得の双方を有する者に対する控除の2種類の控除があり、子ども・

特別障害者等を有する者等の所得金額調整控除は年末調整において適用

することができます。 

 

・所得金額調整控除額の計算式 

｛給与等の収入(1,000万円超の場合は1,000万円)-850万円｝×10% 

 

 

[本問の場合] 

Aさんの給与収入850万円超、21歳・収入なしの長女Cさんを扶養しているた

め、所得金額調整控除の対象となります。 

 

子ども・特別障害者等を有する者等の所得金額調整控除  

=(900万円-850万円)×10% 

=5万円 

 

所得金額調整控除後の給与所得=705万円-5万円=700万円 

 

  



●不動産所得 

不動産所得の損失のうち、土地取得に要した負債の利子相当は、他の所得

と損益通算できません。 

 

[本問の場合] 

不動産所得の損失の100万円のうち、土地取得に要した負債の利子10万円

は除かれます。よって▲90万円となります。 

 

 

●一時所得 

一時所得=収入額-収入を得るために支出した額-特別控除 

      =600万円-500万円-50万円 

      =50万円 

 

一時所得は、総所得金額に算出する際は、1/2が合算対象となります。 

総所得金額に算出する一時所得=50万円÷1/2=①25万円 

 

 

Aさんの総所得金額=700万円+▲90万円+25万円 

             =②635万円 

 

 

したがって正解は、①25(万円) ②635(万円) 

  



《問9》 Aさんの2021年分の所得税における所得控除に関する次の記述①~

③について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。 

 

① 「Aさんが適用を受けることができる基礎控除の額は、38万円です」  

 

② 「Aさんが適用を受けることができる配偶者控除の額は、48万円です」 

 

③ 「Aさんが適用を受けることができる長女Cさんに係る扶養控除の額は、63

万円です」 

 

  



【答え】 

① 不適切× 

法改正 

基礎控除…基礎控除は、全ての納税者に対して適用されますが、これまで

は適用要件なく、一律 38万円が控除されていましたが、法改正により高所得

者については段階的に控除額が引き下げされるようになりました。 

 

合計所得金額 基礎控除額 

2019 年度分 2020 年度以降分 

2,400万円以下  

 

 

38 万円 

48 万円 

2,400 万円超 2,450

万円以下 

32万円 

2,450 万円超 2,500

万円以下 

16万円 

2,500万円超 ― 

基礎控除額 0円 

 

 

Aさんの合計所得金額は、2,400万円以下(総所得金額635万円+退職所得

355万円=990万円)ですので、基礎控除は48万円となります。 

 

  



② 不適切× 

＜配偶者控除の対象となる人の範囲＞ 

控除対象配偶者は、その年の 12 月 31 日の現況で、下記、要件のすべてに

当てはまる人です。 

 

・民法の規定による配偶者であること（内縁関係の人は該当しません）。 

・納税者と生計を一にしていること。 

・年間の合計所得金額が 48 万円以下であること。（給与のみの場合は給与

収入が 103万円以下）  

・青色申告者の事業専従者としてその年を通じて一度も給与の支払いを受

けていないこと又は白色申告者の事業専従者でないこと。 

 

配偶者控除額の金額 

控除を受ける納税者本人

合計所得金額 

控除額 

一般控除対象配偶

者 

老人控除対象配偶者 

900万円以下 38 万円 48 万円 

900万円超 950万円以下 26万円 32万円 

950 万円超 1,000 万円以

下 

13万円 16万円 

 

[本問の場合] 

妻 Bさんの給与収入 80万円で、A さんの合計所得金額は、総所得金額 635

万円+退職所得 355 万円=990 万円で、950 万円超 1,000 万円以下ですの

で、一般控除対象配偶者 13万円が適用対象となります。 

 

 

  



③ 適切○ 

扶養控除は、扶養親族の合計所得金額が48万円以下である、配偶者以外

の親族です。 

 

・一般対象扶養者（扶養家族で16歳以上70歳未満の人：【38万円】 

 

・特定扶養者（扶養家族で19歳以上２3歳未満）： 【63万円】 

 

・老人扶養者（扶養家族で70歳以上）： 

【同居親族→58万円 それ以外48万円】 

 

収入がない長女Cさん(21歳)は特定扶養者63万円の対象です。 

 

 

  



【第4問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問10》~《問12》)に答えなさ

い。  

 
  



《問10》 甲土地上に耐火建築物を建築する場合における次の①、②を求め

なさい(計算過程 の記載は不要)。 

① 建蔽率の上限となる建築面積 

② 容積率の上限となる延べ面積 

  



【答え】 

① 

●建築面積の上限(最大建築面積)=敷地面積×建ぺい率 

 

[建ぺい率の上限が緩和される場合] 

防火地域内にある耐火建築物 プラス10% 

準防火地域の耐火・準耐火建築 プラス10% 

特定行政庁が指定する角地 プラス10% 

建ぺい率が80%とされている地域内で、

防火地域内になる耐火建築物 

建ぺい率100 

(建ぺい率の制限なし) 

 

[本問の場合] 

・準防火地域に耐火建築物を立てる場合、プラス 10%緩和されます。 

・特定行政庁が指定するが角地、プラス 10%緩和されます。 

建蔽率の上限=指定建蔽率 60%+10%+10%=80% 

 

『建築面積の上限(最大建築面積)=敷地面積×建ぺい率』 

建築面積の上限=600㎡×80%=480㎡ 

 

 

したがって① 建蔽率の上限となる建築面積は480㎡となります。 

  



② 

容積率の上限となる延べ面積 
容積率は、敷地面積に対する延べ面積(各階の床面積の合計)の割合のこと

を言います。 

 

[計算式] 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

[容積率の制限] 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

前面道路が2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道路となり

ます。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

・前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となります。 

・前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10また

は6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 

●本問では、道路が6mと4mがあり、広い方を前面道路としますので、7mで

前面道路となります。 

7m×4/10=280% 

指定容積率は300%となりますので、小さい方を限度としますので300%となりま

す。 

 

延べ面積の上限=600㎡×280%=1,680㎡ 

② 容積率の上限となる延べ面積は、1,680㎡ 

 

したがって正解は、①480(㎡) ② 1,680(㎡) 

  



《問11》 被相続人の居住用財産(空き家)に係る譲渡所得の特別控除の特例

(以下、「本特例」という)に関する次の記述①~③について、適切なものには

○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「本特例の適用を受けるためには、相続した家屋について、1981年5月

31日以前に建築されたこと、相続開始直前において被相続人以外に居住を

していた人がいなかったことなどの要件を満たす必要があります」 

 

② 「本特例の適用を受けるためには、家屋を取り壊して更地で譲渡するか、

または、家屋を一定の耐震基準を満たすようにリフォームしてから、その家屋

のみを譲渡するか、もしくはその家屋とともに敷地を譲渡する必要がありま

す」 

 

③ 「本特例と相続財産に係る譲渡所得の課税の特例(相続税の取得費加

算の特例)は、重複して適用を受けることができます」 

 

  



【答え】 

『空き家の譲渡所得の 3,000万円特別控除』 

相続又は遺贈により取得した被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家

屋の敷地等を、平成 28年 4 月 1 日から令和 5 年 12 月 31 日までの間に売

却して、一定の要件に当てはまるとき、譲渡所得の金額から最高 3,000 万円

まで控除することができます。 

 

●特例の対象となる「被相続人居住用家屋」及び「被相続人居住用家屋の

敷地等」下記の次の 3 つの要件全てに当てはまるもの 

・昭和 56 年(1981 年)５月 31 日以前に建築されたこと。 

・区分所有建物登記がされている建物でないこと。 

・相続の開始の直前において被相続人以外に居住をしていた人がいなかっ

たこと。 

 

●特例を受けるための適用要件 

・売った人が、相続又は遺贈により被相続人居住用家屋及び被相続人居住

用家屋の敷地等を取得したこと。 

・ 相続の開始があった日から 3 年を経過する日の属する年の 12 月 31 日ま

でに売ること。 

・相続又は遺贈により取得した被相続人居住用家屋を売るか、被相続人居

住用家屋とともに被相続人居住用家屋の敷地等を売ること。 

・相続又は遺贈により取得した被相続人居住用家屋の全部の取壊し等をし

た後に被相続人居住用家屋の敷地等を売ること。 

・売却代金が 1億円以下であること。 

・売った家屋や敷地等について、相続財産を譲渡した場合の取得費の特例

や収用等の場合の特別控除など他の特例の適用を受けていないこと。 

・同一の被相続人から相続又は遺贈により取得した被相続人居住用家屋又

は被相続人居住用家屋の敷地等について、この特例の適用を受けていない

こと。 

・親子や夫婦など特別の関係がある人に対して売ったものでないこと。 

 

  



① 適切○ 

空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除は、昭和56年(1981年)５月31日以

前に建築されたこと、被相続人が1人暮らししていた物件等が適用対象となり

ます。 

 

 

② 適切○ 

空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除は、家屋を取り壊して更地にして譲

渡する等した場合、適用となります。 

 

 

③ 不適切× 

空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除は、売却した家屋や敷地等につい

て、相続財産を譲渡した場合の取得費の特例や収用等の場合の特別控除

など他の特例の適用を受けていないなど、重複して適用を受けることはでき

ません。 

 

  



《問12》 借地借家法の事業用定期借地権等に係る借地契約に関する以下

の文章の空欄①~③に入る最も適切な語句または数値を、下記の〈語句群〉

のなかから選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

「事業用定期借地権等は、事業用に限定して土地を定期で貸し出す方式で

す。事業用定期借地権等は、存続期間が10年以上( 1 )年未満の事業用借

地権と( ① ) 年以上50年未満の事業用定期借地権に区別されます。事業

用定期借地権等の設定契約は、公正証書( ② )。 

仮に、Z社が、事業用定期借地権等が設定された甲土地にデイサービス(通

所介護)の施設を建設した後に、Aさんに相続が開始した場合、相続税額の

計算上、甲土地は( ③ )として評価されます」 

 

 
  



【答え】 

定期借地権契約期間終了後、契約の更新はなく、土地は貸主に返還される

借地権のこと。 

定期借地権には「一般定期借地権」「事業用定期借地権」「建物譲渡特約付

借地権」の3種類あります。 

 

 一般定期借地権 事業用定期借地権 建物譲渡特約

付借地権 

契約の存

続 

50年以上 10年以上50年未満 

・事業用借地権 

 →10〜30年 

・事業用定期借地権 

→30〜50年 

30年以上 

更新 更新なし 更新なし 更新なし 

利用目的 制限なし 事業用建物 

(居住用建物は不可) 

制限なし 

契約方法 書面で行う 公正証書に限る 制限なし 

契約期間

終了時 

 

原則、更地で返す 

 

原則、更地で返す 

 

建物付きで返す 

 

 

賃貸している土地は、相続の計算上、貸宅地として評価します。 

 

したがって正解は、①ハ.30 ②ニ.により作成しなければなりません。 

            ③ト.貸宅地 

 

  



【第5問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問13》~《問15》)に答えなさ

い。  

 
  



《問13》 生前贈与に関する以下の文章の空欄①~③に入る最も適切な数値

を、解答用紙に記入しなさい。なお、問題の性質上、明らかにできない部分

は「□□□」で示してある。 

 

I 「仮に、長女Cさんが暦年課税(各種非課税制度の適用はない)により、

2022年中にAさんから現金750万円の贈与を受けた場合、その贈与税額は

( ① )万円となります」 

 

II 「仮に、孫Eさんや孫Fさんが、2022年中にAさんから教育資金の贈与を受

け、『直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制

度』の適用を受けた場合、受贈者1人につき( ②)万円までの金額に相当す

る部分の価額については、贈与税が非課税となります。ただし、学習塾など

の学校等以外の者に対して直接支払われる金銭については、□□□万円

が限度となります。なお、教育資金管理契約期間中にAさんが死亡した場

合、教育資金管理契約に係る非課税拠出額から教育資金支出額を控除し

た残額(管理残額)があるときは、その死亡の日において、孫Eさんや孫Fさん

が( ③ )歳未満である等の一定の場合を除き、その残額は、相続税の課税

の対象となります」 

 
  



【答え】 

① 

直系尊属から18歳以上の子どもや孫等へ贈与財産を、特例贈与財産と言い

ます。 

 

・Aさんから長女Cさんへの贈与税額：700万円 

・暦年課税の贈与税の基礎控除：110万円 

(暦年課税による贈与に係る贈与税額の計算上、基礎控除額は、贈与者の

人数にかかわらず年間110万円です。) 

 

贈与税額=(750万円-110万円)×30%-90万円=102万円 

 

② 

【教育資金の一括贈与に係る贈与税非課税措置】 

30歳未満の受贈者が直系尊属から教育資金の贈与を受けた場合、受贈者1

人あたり最大1,500万円まで非課税となります。 

教育費は入学金、授業料のほか、学校の寮費、通学交通費、修学旅行代や

給食費も含まれます。また、塾や習い事(水泳・英語・ピアノなど)などの学校

等以外のものに支払われる金銭については500万円までとなります。 

 

 

③ 

教育資金管理契約期間中に贈与者が死亡した場合、 管理残額があるとき

は、その死亡の日において、受贈者が23歳未満である等の一定の場合を除

き、その残額は、相続税の課税の対象となります。 

 

 

  



《問14》 相続時精算課税制度(以下、「本制度」という)に関する次の記述①~

③について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。 

① 「Aさんから贈与を受けた長女Cさんが本制度を選択した場合、累計で

2,500万円までの贈与について贈与税は課されませんが、その額を超える部

分については、一律20%の税率により贈与税が課されます」 

 

② 「Aさんから贈与を受けた長女Cさんが本制度を選択した場合、その後に

行われるAさんからの贈与については、暦年課税を選択することができませ

ん」 

 

③ 「本制度における受贈者は、贈与を受けた年の1月1日において15歳以

上でなければなりません。したがって、現時点においてAさんが孫Eさんに現

金を贈与する場合、孫Eさんは本制度を活用することができます」 

 

  



【答え】 

① 適切○ 

【相続時精算課税制度の提要と受けた場合】 

受贈者単位で合計2,500万円までは贈与税が非課税となります。 

両親からそれぞれ2,500万円までの贈与がある場合はその時点では贈与税

はかかりません。 

2,500万円の非課税枠を超える金額に対しての贈与税率は20％の一律となり

ます。 

 

 

② 適切○ 

相続時精算課税制度を選択した場合、その者からの贈与については暦年課

税制度の基礎控除をあわせて適用することはできません。 

 

 

③ 不適切× 

【相続時精算課税制度の適用対象者】 

原則、贈与を受けた年の1月1日を基準とします。 

平成26年12月31日以前の贈与 

贈与者 65歳以上の父母。 

受贈者 贈与者の推定相続人である20歳以上の直系卑属（代襲相続

人を含みます）。 

平成27年1月1日以後の贈与 

贈与者 60歳以上の父母・祖父母。 

受贈者 贈与者の推定相続人である20歳以上の子・孫 

      （代襲相続人を含みます）。 

 

  



《問15》 Aさんの相続が現時点(2022年1月23日)で開始した場合の相続等に

関する次の記述①~③について、適切なものには○印を、不適切なものには

×印を解答用紙に記入しなさい。なお、本問においては、特別養子縁組以

外の縁組による養子を普通養子という。 

 

① 「仮に、Aさんが、契約者(=保険料負担者)および被保険者をAさん、死亡

保険金受取人を長女Cさんとする終身保険のみに加入していた場合、長女C

さんが受け取る死亡保険金は、相続税法における死亡保険金の非課税金

額の規定により、最大1,000万円が非課税となります」 

 

② 「仮に、Aさんが相続開始前に孫Eさんと孫Fさんを自分の普通養子として

いた場合、Aさんの相続における相続税額の計算上、遺産に係る基礎控除

額は、5,400万円になります」 

 

③ 「仮に、妻Bさんが自宅の敷地と建物を相続し、『小規模宅地等について

の相続税の課税価格の計算の特例』の適用を受けた場合、自宅の敷地(相

続税評価額8,000万円)について、相続税の課税価格に算入すべき価額は

1,600万円となります」 

 

 

  



【答え】 

① 適切○ 

相続人が生命保険金や死亡退職金を受け取った時は、それぞれについて、

次の計算で求めた限度額までが非課税となります。 

 

[計算式] 

非課税限度額=500万円×法定相続人の数 

 

[法定相続人の順位] 
順位 範囲 備考 

第１順位 

 

子 養子・嫡出子・非嫡出子・相続開始時

の胎児を含む 

第２順位 

 

直系尊属 

父母･祖父母の順 

第1順位の子がいない場合、父母へ、

父母がいない場合は 

祖父母へと引き継ぐ 

第３順位 

 

兄弟姉妹 

 

第１順位、第２順位がいない場合 

 

本問の場合、妻 B さん・長女 C さんの 2 人となります。 

非課税限度額=500万円×2人=1,000万円 

 

 

② 不適切× 

相続税の基礎控除＝3,000万円＋600万円×法定相続人の数 

養子場合は実子がいる場合は1人、実子がいない場合は2人まで法定相続

人とすることができます。 

 

本問の場合、妻 B さん・長女 C さん、養子 1 人分の計 3 人となります。 

 

相続税の基礎控除=3,000万円＋600万円×3人 

            =4,800万円 

  



③ 不適切× 

小規模宅地の特例 

[限度面積・減額割合] 

区分 限度面積 減額割合 

居住用 特定居住用宅地 330㎡ 80% 

 

事業用 

特定事業用宅地 400㎡ 80% 

特定同族会社事業用

宅地 

400㎡ 80% 

貸付事業用宅地 200㎡ 50% 

 

小規模宅地の特例による評価減額 

=自用地評価額×適用上限/敷地面積×減額割合 

=8,000万円×330㎡/400㎡×80% 

=5,280万円 

 

特例適用後の評価額 

=自用地評価額-評価減額 

=8,000万円-5,280万円 

=2,720万円 

 

 

(終) 

 

 


